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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の１株当たり情報については、第５号様式記載上の注意(4)ｂただし書に基づき省略しておりま
す。 

３ 第33期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４ 提出会社の第32期の１株当たり配当額25円には、市場第一部上場記念配当５円を含んでおります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等
 売上高 (百万円) 22,750 23,761 24,766 45,791 47,206
 経常利益 (百万円) 2,519 2,637 2,759 5,009 5,236
 中間(当期)純利益 (百万円) 101 1,458 1,473 1,372 2,501
 純資産額 (百万円) 20,642 19,952 22,295 22,128 21,424
 総資産額 (百万円) 47,245 45,713 46,645 47,272 46,954
 １株当たり純資産額 (円) 899.85 924.68 1,019.65 966.34 980.75

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 4.42 66.71 67.51 59.85 114.64

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 4.40 66.39 67.41 59.62 114.18

 自己資本比率 (％) 43.7 43.6 47.7 46.8 45.6

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 3,449 3,782 2,056 6,289 7,543

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △1,604 △1,440 △1,719 △2,962 △2,685

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △2,885 △2,787 △1,065 △3,625 △3,960

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 1,880 2,178 2,795 2,624 3,522

 従業員数 
 〔ほか、平均臨時 
 従業員数〕

(人)
1,149 

[3,377]
1,266

[3,542]
1,315

[3,699]
1,326 

[3,612]
1,338

[3,751]

(2) 提出会社の経営指標等
 売上高 (百万円) 22,488 23,724 24,717 45,454 47,121
 経常利益 (百万円) 2,508 2,658 2,771 5,031 5,271
 中間(当期)純利益 (百万円) 96 1,479 1,410 1,365 2,536
 資本金 (百万円) 8,166 8,166 8,166 8,166 8,166
 発行済株式総数 (千株) 23,286 23,286 23,286 23,286 23,286
 純資産額 (百万円) 20,668 19,992 22,274 22,146 21,472
 総資産額 (百万円) 47,237 45,753 46,621 47,289 47,000
 １株当たり配当額 (円) ― ― 12.00 25.00 25.00
 自己資本比率 (％) 43.8 43.7 47.7 46.8 45.6

 従業員数 
 〔ほか、平均臨時 
 従業員数〕

(人)
1,149 

[3,377]
1,189

[3,537]
1,242

[3,684]
1,250 

[3,610]
1,274

[3,741]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、関係会社における異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)はパートタイマー等の臨時従業員数(１日８時間勤務として計算した期中平均人員)であ

ります。 

３ 従業員数のうち、王将餃子(大連)餐飲有限公司の従業員数については、平成19年６月30日現在の従業員数を

記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)はパートタイマー等の臨時従業員数(１日８時間勤務として計

算した期中平均人員)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、平成７年６月８日に結成されたUIゼンセン同盟に属するUIゼンセン同盟餃子の王将ユニ

オンがありますが、特記すべき事項はありません。 

  

区分 従業員数(人)

店舗

 中華専門店 1,180 (3,541)

 和食専門店 4 ( 16)

工場 39 ( 76)

本社スタッフ等 92 ( 66)

合計 1,315 (3,699)

従業員数(人) 1,242 (3,684)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善を背景に、設備投資の増加等により、緩

やかな回復を続けてまいりましたが、原材料価格の高騰、サブプライムローン問題に端を発する米国景

気の減速懸念等、先行き不透明感が残っております。 

 また、外食業界におきましても食材価格の高騰や人件費の上昇など厳しい状況が続いております。 

 このような状況のなか、当社グループは、おかげさまで５００店舗を達成することができ、それに併

せ「５００店舗達成記念キャンペーン」を実施して好評を博しました。この５００店舗すべては、立

地・大きさ・レイアウト・メニュー等が一店ずつ異なる多様性をもち、創業時より受け継がれる「自奮

自發」の精神のもと、常に変化するニーズに柔軟に応えるため、地域密着型中華食堂業態の確立に努め

てまいりました。 

 店舗展開の状況につきましては、当連結会計年度の出店計画に基づき、関東、関西地区を中心に直営

７店、フランチャイズ（以下ＦＣという）３店の新規出店を行う一方、ＦＣ２店の閉鎖がありました。

これにより期末店舗数は、直営３２２店（うちＬＳ［委託ライセンスシステム］６店）、ＦＣ１８１店

（うち委託ＦＣ６店）となりました。また、新規出店と並行して、既存店の改装にも新規出店並みの設

備投資を行うなど力を入れ、一店一店地域に密着した繁盛店作りを進めてまいりました。 

 以上の結果、連結売上高は前年同期に比べて１０億４百万円（４．２％）の増収で２４７億６６百万

円となりました。なお、既存店売上高は前年同期に比べて１．１％の増収となりました。 

 営業利益は、人件費や減価償却費等の増加がありましたが、前年同期に比べて４７百万円（１．

７％）増加し、２７億７７百万円となりました。 

 経常利益は、有利子負債の圧縮や金利の見直しによる支払利息の減少等により、前年同期に比べて１

億２１百万円（４．６％）増加し、２７億５９百万円となりました。 

 また、中間純利益は、前年同期に比べ１４百万円（１．０％）増加し、１４億７３百万円となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に

比べ７億２７百万円減少し、２７億９５百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は前年同期より１７億２５百万円（４５．６％）減少し、２０億５６

百万円となりました。これは、法人税等の支払額が前年同期は純額で還付となっておりましたが、一

方、当中間連結会計期間は１５億９１百万円の支払となっているため、前年同期に比べキャッシュ・

フローが１７億６８百万円減少していることが主要因であります。  

 主な内訳は、税金等調整前中間純利益２６億５７百万円に減価償却費９億１９百万円等を加えた額

から法人税等の支払額１５億９１百万円等を減じた額であります。  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は前年同期より２億７８百万円（１９．４％）増加し、１７億１９百

万円となりました。これは、前年同期に投資不動産の売却代金の回収があったことが主要因でありま

す。  

 主な内訳は有形固定資産の取得１６億１５百万円等によるものであります。  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は前年同期より１７億２１百万円（６１．８％）減少し、１０億６５

百万円となりました。これは、前年同期に自己株式の取得による支出があったことが主要因でありま

す。  

 主な内訳は、社債の償還７億９７百万円や、配当金の支払５億４５百万円等による支出でありま

す。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は、すべて中華事業に係るものであり、主な品目を示すと次の

とおりであります。 
  

 
(注) １ 製造原価額で記載しております。 

２ 上記金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 
  

 
(注) 上記金額は、仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社グループは飲食業で、見込生産によっておりますので、受注高及び受注残高について記載すべき

事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

①形態別販売実績 

  

 
(注) １ 直営店は、直営店舗での中華料理等の販売高であり、フランチャイズ加盟店は、当社からの中華食材等の販

売高であります。 

２ 上記金額に、消費税等は含まれておりません。 

３ 店舗数は、当中間連結会計期間末現在のものであります。 

品目

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

生産高(百万円) 前年同期比(％)

麺類 269 2.9

餃子の皮 260 6.2

餃子の具 1,300 6.5

スライス豚肉 228 7.7

品目

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

仕入高(百万円) 前年同期比(％)

酒類 889 △2.8

清涼飲料水等 190 9.6

合計 1,080 △0.8

区分

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

店舗数(店) 金額(百万円) 前年同期比(％)

中華専門店

 直営店 319 22,390 4.5

 フランチャイズ加盟店 181 2,263 2.2

小計 500 24,653 4.3

その他 
(主として直営和食専門店)

3 112 △14.2

合計 503 24,766 4.2



②地域別販売実績 

地域別

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

店舗数(店) 売上高(百万円) 対前年同期比(％)

(中華専門店)

直営店

京都府 32 2,867 4.4

大阪府 82 5,673 3.2

兵庫県 30 2,097 0.7

滋賀県 12 1,156 3.8

奈良県 11 884 2.8

和歌山県 4 398 2.1

東京都 27 1,738 6.2

埼玉県 11 623 6.3

千葉県 16 931 4.7

神奈川県 18 1,290 16.4

群馬県 6 310 △0.1

栃木県 1 59 △7.8

愛知県 18 1,315 △0.7

岐阜県 10 607 △1.8

三重県 7 546 14.6

静岡県 3 178 0.5

富山県 1 74 △5.6

石川県 5 331 52.7

福井県 3 115 13.1

岡山県 1 55 1.7

広島県 5 267 1.7

山口県 2 107 12.8

香川県 1 47 1.6

福岡県 10 607 4.1

熊本県 1 55 7.5

中国遼寧省 2 48 31.6

小計 319 22,390 4.5

フランチャイズ加盟店

京都府 21 145 △1.0

大阪府 52 655 △0.4

兵庫県 44 655 4.2

滋賀県 8 115 9.8

奈良県 2 37 0.3

和歌山県 1 10 2.6

東京都 5 48 △0.8

千葉県 1 6 16.2

愛知県 16 202 11.2

岐阜県 2 54 0.4

三重県 5 72 1.0

静岡県 1 10 1.7

富山県 1 28 6.4

福井県 4 59 6.2

岡山県 6 54 4.9

広島県 3 13 2.7

鳥取県 2 31 3.4

山口県 1 14 4.9

徳島県 1 18 6.6

福岡県 5 28 △0.6

小計 181 2,263 2.2

合計 500 24,653 4.3



 
(注) １ 複数の地域にまたがって店舗展開をしているフランチャイズ加盟店については、当該店舗への販売金額を当

該フランチャイズ加盟店の本店所在地に含めて表示しております。 

２ 直営店は、直営店舗での中華料理等の販売高であり、フランチャイズ加盟店は、当社からの中華食材等の販

売高であります。 

３ 上記金額に、消費税等は含まれておりません。 

４ 店舗数は、当中間連結会計期間末現在のものであります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

 1.当面の課題 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

  

 2.買収防衛策について 

 当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「会社の

支配に関する基本方針」という。）を定め、特定株主グループ(注 1)の議決権割合(注 2)が20％を超える

ことを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％を超え

ることとなる当社株券等の買付行為(いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、

また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模

買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」という。)への対応策（以下、「本プラ

ン」という。）を導入しております。 

  

注 1：特定株主グループとは、当社の株券等(証券取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいう。)の保有者(証券

取引法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者とみなされる者を含みます。)また

は買付け等(証券取引法第27条の2第1項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるもの

を含みます。)を行う者とその共同保有者(証券取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6

項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。)および特別関係者(証券取引法第27条の2第7項に規定する

特別関係者をいう。)を意味します。  

注 2：議決権割合の計算において分母となる総議決権数は、当社のその時点での発行済全株式から、直近の自己株式

買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数とします。  

  

(1) 会社の支配に関する基本方針 

 上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではな

く、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。  

 しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的

に大規模買付提案またはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。当社の財務および

事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな源泉、当社

を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中

地域別

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

店舗数(店) 売上高(百万円) 前年同期比(％)

(その他)

兵庫県 1 29 △22.0

京都府 ─ 4 △24.7

滋賀県 2 78 9.2

小計 3 112 △14.2

総合計 503 24,766 4.2



長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいては株

主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。  

  

(2) 本プランに関する基本的な考え方 

 突然大規模買付行為がなされたときに、大規模買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうか

を株主の皆様が短期間の内に判断するためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から適切かつ

十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式をそのまま継続的に保有することを考え

る株主の皆様にとっても、大規模買付行為が当社に与える影響や、当社の従業員、関係会社、顧客およ

び取引先等のステークホルダーとの関係についての方針を含む、大規模買付者が考える当社の経営に参

画したときの経営方針や事業計画の内容等は、その継続保有を検討するうえで重要な判断材料でありま

す。同様に当社取締役会が、当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのかも、株主の

皆様にとっては重要な判断材料となると考えます。  

 これらを考慮し、当社取締役会は、大規模買付行為に際しては、大規模買付者から事前に、株主の皆

様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されるべきであるとの結論に至り

ました。取締役会は、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する取締役会としての意見の検

討を速やかに開始し、外部専門家(弁護士、公認会計士、財務アドバイザーその他の専門家)の助言を受

けながら、慎重に検討したうえで意見を形成し公表いたします。さらに、必要と認めれば、大規模買付

者の提案の改善についての交渉や取締役会としての株主の皆様に対する代替案の提示も行います。かか

るプロセスを経ることにより、株主の皆様は、取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案と

(代替案が提示された場合には)その代替案を検討することが可能となり、最終的な応否を適切に決定す

る機会を与えられることとなります。  

 当社取締役会は、大規模買付行為が一定の合理的なルールに従って行われることが、企業価値ひいて

は株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付行為時における情報提供等に関する一定

のルール(以下、「大規模買付ルール」という。)を設定することとし、会社の支配に関する基本方針に

照らして、不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含む買収防衛策として本プ

ランを導入することといたしました。  

  

(3)大規模買付ルールの概要 

 当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要

かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始

する、というものです。その概要は以下のとおりです。 

  

① 意向表明書の当社への事前提出 

 大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付ル

ールに従う旨の誓約および以下の内容等を記載した意向表明書(以下、「意向表明書」という。)をご

提出いただきます。大規模買付行為の提案があった場合には、法令および当社が上場する証券取引所

の上場規則等に従い、適時・適切に開示します。 

イ 大規模買付者の名称、住所  

ロ 設立準拠法 

ハ 代表者の名前 

ニ 国内連絡先 

ホ 提案する大規模買付行為の概要等 

  

② 大規模買付者からの情報の提供 

 当社は、上記①の意向表明書受領後 10 営業日以内に、大規模買付者から取締役会に対して株主の



皆様の判断および取締役会としての意見形成のために提供いただくべき必要な情報(以下、「本必要

情報」という。)のリストを当該大規模買付者に交付します。本必要情報の具体内容は大規模買付者

の属性および大規模買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は以下のとおりで

す。 

イ 大規模買付者およびそのグループ(共同保有者(注 3)、特別関係者(注 4)および組合員(ファ 

ンドの場合)その他の構成員を含みます。)の詳細(名称、事業内容、経歴または沿革、資本 

構成、財務内容、当該大規模買付行為と同種の過去の取引の詳細およびその結果を含みます 

。) 

ロ 大規模買付行為の目的、方法および内容(買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連 

する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性等を含みます。)  

ハ 大規模買付行為における買付価格の算定根拠(算定の前提となる事実、算定方法、算定に用 

いた数値情報および買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容 

を含みます。)  

ニ 大規模買付行為における買付資金の裏付け(資金の提供者(実質的提供者を含みます。)の具 

体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。)  

ホ 大規模買付行為の完了後における当社および当社グループの経営方針、事業計画、財務計 

画、資本政策および配当政策、資産活用策 

ヘ 大規模買付行為の完了後における当社および当社グループの従業員、取引先、顧客その他の 

当社および当社グループに係る利害関係者の処遇方針 

  

注 3：共同保有者とは、証券取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有

者とみなされる者を含む者を意味します。 

注 4：特別関係者とは、証券取引法第27条の2第7項に規定する特別関係者を意味します。 

  

 当初提供いただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、取締役会

は、大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。大規模買付行為の提

案があった事実および取締役会に提出された本必要情報は、株主の皆様のために必要と認められる場

合には、取締役会が適切と判断する時点で、その全部または一部を公表します。なお、取締役会が大

規模買付者からの必要情報の提供が完了したと判断した場合には、法令および当社が上場する証券取

引所の上場規則等に従い、必要情報の提供が完了した日について適時・適切に開示します。 

  

③ 当社の意見の通知・公表等 

 当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が取締役会に対し本必要

情報の提供を完了した後、60 日間（対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社全株式の買

付の場合）または 90 日間(その他の大規模買付行為の場合)を取締役会による評価、検討、交渉、意

見形成、代替案立案のための期間として、取締役会評価期間を設けます。従って、特定株主グループ

は、取締役会評価期間が経過するまでは、大規模買付行為に着手することはできないものとします。 

 取締役会評価期間中、当社取締役会は、外部専門家(弁護士、公認会計士、財務アドバイザーその

他の専門家)の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、取締役会としての

意見を慎重にとりまとめ、公表します。評価期間の延長が必要な場合には、延長する理由と期間を速

やかに公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善につ

いて交渉し、取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。  



  

(4)大規模買付行為がなされた場合の対応 

  

① 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反

対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することによ

り、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は取りません。

大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提案および当社が提示す

る当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになります。  

 但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、外部専門家(弁護士、公認会計士、財

務アドバイザーその他の専門家)の助言を受けながら慎重に検討したうえで、当該大規模買付行為が

当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取

締役会が判断した場合には、取締役の善管注意義務に基づき、例外的に新株予約権の無償割当等、会

社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置を取ることがあります。具体的には、以下のいず

れかの類型に該当すると判断された場合には、当該大規模買付行為は当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を著しく損なうと認められる場合に該当するものと考えます。  

イ 真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で株式を会  

  社関係者に引き取らせる目的で株式の買収を行っている場合(いわゆるグリーンメーラーで  

  ある場合)  

ロ 会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情  

  報、主要取引先や顧客等を当該買収者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦  

  土化経営を行う目的で株式の買収を行っている場合  

ハ 会社経営を支配した後に、当社の資産を当該買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁  

  済原資として流用する予定で株式の買収を行っている場合  

ニ 会社経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資  

  産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高  

  配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをする目的で株式の買収を行っ  

  ている場合  

ホ 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収(最初の買付で  

  当社の株券等の全部の買付を勧誘することなく、二段階目の買収条件を不利に設定し、ある  

  いは明確にしないで、公開買付等の株券等の買付を行うことをいいます。)等の、株主の判  

  断の機会または自由を制約し、事実上、株主に当社の株券等の売却を強要するおそれがある  

  と判断された場合  

  

② 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、

当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無

償割当等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する

場合があります。具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と取締役会が判

断したものを選択することとします。取締役会が対抗措置として、例えば、新株予約権の無償割当を

する場合の概要は下記のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当をする場合には、議決権割合が

一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とすることや新株予約権者



に対して、当社株式と引き換えに当社が新株予約権を取得する旨の取得条項をつけるなど、対抗措置

としての効果を勘案した条件を設けることがあります。 

  

③ 新株予約権無償割当の概要 

イ 新株予約権無償割当の対象となる株主およびその発行条件 

 当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録  

された株主に対し、その所有する当社普通株式(但し、当社の所有する当社普通株式を除く。)   

1株につき1個の割合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割当てる 

ロ 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

 新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総数

は、当社取締役会が基準日と定める日における当社発行可能株式総数から当社普通株式の発行済株

式(当社の所有する当社普通株式を除く)の総数を減じた株式数を上限とする。新株予約権1個当た

りの目的となる株式の数は当社取締役会が別途定める数とする。 

ハ 発行する新株予約権の総数 

 新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回に  

わたり新株予約権の割当を行うことがある。 

ニ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額(払込みをなすべき額) 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の額(払込みをなすべき額)は1円以上で当社取締役

会が定める額とする。 

ホ 新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する。 

ヘ 新株予約権の行使条件 

 議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者(但し、あらかじめ当社取締役会が同意し

た者を除く。)でないこと等を行使の条件として定める。詳細については、当社取締役会において

別途定めるものとする。 

ト 新株予約権の行使期間等 

 新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条件その他必要な事項について  

は、当社取締役会が別途定めるものとする。 

  

(5)本プランが当社株主・投資家の皆様に与える影響等 

  

① 大規模買付ルールが株主および投資家の皆様に与える影響 

 本プランにおける大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断す

るために必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代

替案の提示を受ける機会を保証することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報

のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが

当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付

ルールの設定は、株主および投資家の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、

株主および投資家の皆様の利益に資するものであると考えます。  

 なお、上記(4)「大規模買付行為がなされた場合の対応」において述べたとおり、大規模買付者が

大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますの

で、大規模買付者の動向にご留意ください。  



  

② 対抗措置発動時に株主および投資家の皆様に与える影響 

 当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、取締役会が上

記(4)「大規模買付行為がなされた場合の対応」に記載した対抗措置を取ることを決定した場合に

は、法令および当社が上場する証券取引所の上場規則等に従い、当該決定について適時・適切に開示

します。  

 対抗措置の発動時には、大規模買付者以外の株主の皆様が、法的権利または経済的側面において格

別の損失を被るような事態は想定しておりません。例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当を

行う場合は、株主の皆様は、対価を払込みすることなく、その保有する株式数に応じて新株予約権が

割当てられます。また、当社が、当該新株予約権の取得の手続きを取ることを決定した場合は、大規

模買付者以外の株主の皆様は、当社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するた

め格別の不利益は発生しません。但し、割当期日において名義書換未了の株主の皆様(証券保管振替

機構に対する預託を行っている株券の株主を除きます。)に関しましては、他の株主の皆様が当該新

株予約権の無償割当を受け、当該新株予約権と引き換えに当社株式を受領することに比して、結果的

にその法的権利または経済的側面において不利益が発生する可能性があります。  

  

③ 対抗措置発動の停止等について 

 上記(4)「大規模買付行為がなされた場合の対応」において、当社取締役会が具体的対抗措置を講

ずることを決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など、対

抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合、対抗措置の発動の停止または変更を行うこと

があります。例えば、対抗措置として新株予約権を無償割当する場合において、権利の割当を受ける

べき株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行うなど対抗措置の発

動が適切でないと取締役会が判断した場合には、当該新株予約権の効力発生日までの間は、新株予約

権の無償割当を中止することとします。  

 また、新株予約権の無償割当後においては、行使期間開始までの間は、当該新株予約権を無償取得

(当社が新株予約権を無償で取得することにより、株主の皆様は新株予約権を失います。)することに

より対抗措置の停止を行うことができるものとします。  

 このような対抗措置発動の停止を行う場合は、法令および当社が上場する証券取引所の上場規則等

に従い、当該決定について適時・適切に開示します。  

 なお、当社取締役会が当該新株予約権の発行を中止または発行した新株予約権の無償取得を行う場

合には、1株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主投資家の皆

様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。  

 大規模買付者については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場

合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損なうと判断さ

れる場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的権利または経済的側面において

不利益が発生する可能性があります。本プランの開示は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反す

ることがないようにあらかじめ注意を喚起するものであります。  

  

(6)本プランの有効期間、継続および廃止 

 本プランの有効期間は1年間（平成20年6月に開催予定の定時株主総会時まで）とし、以降、本プラン

の継続（一部修正したうえでの継続を含みます。）については定時株主総会の承認を経ることとしま

す。  



 また、本プランの廃止は、定時株主総会により承認された後であっても、①株主総会において本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合、②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会に

より本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとしま

す。  

  

(7)本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に  

  合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて 

  

① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 本プランは、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。 

  

② 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されたこと 

 本プランは、上記(2)「本プランに関する基本的な考え方」に記載したとおり、当社株券等に対す

る買付等がなされた際に、当該買付等に応じるか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会

が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこ

と等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという

目的をもって導入されるものです。 

  

③ 合理的な客観的発動要件の設定 

 本プランは、上記(4)「大規模買付行為がなされた場合の対応」に記載したとおり、大規模買付行

為が大規模買付ルールを遵守していない、あるいは大規模買付ルールを遵守していても株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらす買収である場合や株主の株式の売却を事実強要するおそれがある買

収である場合など、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗措置が発動

されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保し

ているものといえます。 

  

④ 株主意思を重視するものであること 

 当社は、上記(6)「本プランの有効期間、継続および廃止」に記載したとおり、本プランの有効期

間は平成20年6月開催予定の当社定時株主総会の終結の時までと限定されており、当該定時株主総会

において、株主の皆様のご意思をご確認させていただくため、本プランについて株主の皆様に議案と

してお諮りする予定です。その定時株主総会において、本プランの導入の決議がなされなかった場合

には、当該決議に従うよう速やかに継続されないことになり、その意味で、本プランの消長および内

容は、当社株主の合理的意思に依拠したものとなっております。また、本プランの廃止は、定時株主

総会により承認された後であっても、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとしま

す。 

  

⑤ デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

 上記(6)「本プランの有効期間、継続および廃止」に記載したとおり、本プランは、当社の株主総

会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものとされており、当社の

株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役

会により、本プランを廃止することが可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありませ

ん。また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策(取締役

会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策)でもありません。 



  

（注）証券取引法は、平成19年９月30日施行の金融商品取引法に改称されております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において設備を新設したものは次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 金額の中には、差入保証金が含まれております。 

２ 上記金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

物件名 
(所在地)

区分
投資金額
(百万円)

増加能力
(増加客席数)

完成年月

府中本町駅前店 
（東京都府中市）

新設 47 32 平成19年４月

伊勢御薗店 
（三重県伊勢市）

新設 80 73 平成19年４月

赤川店 
（大阪市旭区）

新設 44 36 平成19年５月

福井幾久店 
（福井県福井市）

新設 93 78 平成19年７月

川崎駅東口店 
（川崎市川崎区）

新設 4 25 平成19年７月

玉造店 
（大阪市天王寺区）

新設 42 57 平成19年８月

新開地店 
（神戸市兵庫区）

新設 54 56 平成19年９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

  第１回新株予約権(平成16年６月29日定時株主総会決議) 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,286,230 23,286,230
大阪証券取引所 
(市場第一部)

─

計 23,286,230 23,286,230 ― ─

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 193(注)１ 191(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(株) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 193,000(注)２ 191,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,251(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,251
資本組入額 626

同左

新株予約権の行使の条件

 権利行使時においても当社

取締役又は従業員であること

を要する。 

 権利者が死亡した場合は、

その相続人による新株予約権

の相続は認めない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により調整し、

調整により生ずる１株未満の端数についてはこれを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割(又は併合)の比率 

また、当社が他社と合併を行い新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割または株式交換を行

い新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行するときまたは自己株式を処分するときは、次の算式に

より行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のとする。 

なお、新株予約権発行後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分

割または併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

また、当社が他社と合併を行い新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割または株式交換を行

い新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。 

  

会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

 第２回新株予約権(平成18年６月29日定時株主総会決議) 

  

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたり払込額

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 2,786(注)１ 2,776(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(株) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 278,600(注)２ 277,600(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,920(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年８月１日～
平成23年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,173
資本組入額 1,087

同左

新株予約権の行使の条件

 権利行使時においても当社

役員又は従業員であることを

要する。 

 権利者が死亡した場合は、

その相続人による新株予約権

の相続は認めない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により調整し、

調整により生ずる１株未満の端数についてはこれを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割(又は併合)の比率 

また、当社が他社と合併を行い新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割または株式交換を行

い新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行するときまたは自己株式を処分するときは、次の算式に

より行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のとする。 

なお、新株予約権発行後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分

割または併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

また、当社が他社と合併を行い新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割または株式交換を行

い新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたり払込額

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 23,286 ― 8,166 ― 9,026



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式として、別途、三井アセット信託銀行再信託

分・ＣＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社信託口に係る株式264千株があります。 

２ 当社は自己株式1,461千株(保有株式の割合6.27％)を保有しておりますが、上記の大株主から除いておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

加 藤 欣 吾 京都市山科区 2,830 12.15

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３―７―１ 2,453 10.53

ジャパンフードビジネス 
株式会社

東京都渋谷区恵比寿南３―２―17 2,000 8.58

加 藤   潔 京都市左京区 1,903 8.17

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３―２―17 1,000 4.29

加 藤 梅 子 京都市山科区 809 3.47

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社

東京都中央区晴海１―８―11 545 2.34

財団法人加藤朝雄国際奨学財団 京都市山科区西野山射庭ノ上町237 528 2.26

加 藤 ひろみ 京都市左京区 290 1.24

加 藤 英 里 京都市左京区 267 1.15

計 ― 12,628 54.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 545千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が60,000株(議決権600個）含ま

れております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式1,461,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,819,200
218,192 ―

単元未満株式  
普通株式 5,930 ― ―

発行済株式総数 23,286,230 ― ―

総株主の議決権 ― 218,192 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社 
王将フードサービス

京都市山科区西野山射庭ノ
上町294番地の１

1,461,100 ― 1,461,100 6.27

計 ― 1,461,100 ― 1,461,100 6.27

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,697 1,630 1,550 1,519 1,507 1,494

最低(円) 1,593 1,475 1,416 1,480 1,421 1,412



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,246 2,859 3,585

 ２ 売掛金 99 115 104

 ３ たな卸資産 259 253 267

 ４ 繰延税金資産 261 319 351

 ５ 短期貸付金 48 55 53

 ６ その他 631 468 347

   貸倒引当金 △18 △22 △18

   流動資産合計 3,529 7.7 4,049 8.7 4,691 10.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 32,951 33,726 33,122

    減価償却累計額 19,720 20,775 20,224

13,231 12,950 12,897

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

1,751 1,844 1,784

    減価償却累計額 1,560 1,511 1,571

191 332 213

  (3) 工具器具及び備品 2,586 2,801 2,701

    減価償却累計額 2,170 2,236 2,204

415 564 497

  (4) 土地 20,933 21,188 21,057

  (5) 建設仮勘定 43 34,815 76.2 124 35,160 75.4 103 34,769 74.0

 ２ 無形固定資産 87 0.2 64 0.1 75 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,972 1,849 1,993

  (2) 長期貸付金 277 299 256

  (3) 繰延税金資産 706 968 861

  (4) 差入保証金 3,905 3,923 3,909

  (5) その他 492 422 473

    貸倒引当金 △74 7,280 15.9 △93 7,370 15.8 △76 7,417 15.8

   固定資産合計 42,183 92.3 42,595 91.3 42,262 90.0

   資産合計 45,713 100.0 46,645 100.0 46,954 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,091 1,185 1,173

 ２ 一年内償還予定の 
   社債

1,520 1,525 1,595

 ３ 短期借入金 3,570 540 280

 ４ 一年内返済予定の 
   長期借入金

4,900 5,746 6,151

 ５ 未払法人税等 398 1,264 1,685

 ６ 賞与引当金 430 429 427

 ７ 役員賞与引当金 15 ─ ─

 ８ その他 2,621 2,429 2,491

   流動負債合計 14,547 31.8 13,120 28.1 13,803 29.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 3,240 2,615 3,342

 ２ 長期借入金 5,579 6,293 5,875

 ３ 土地再評価に係る 
   繰延税金負債

1,076 1,076 1,076

 ４ 退職給付引当金 381 337 356

 ５ 役員退職慰労引当金 ─ 285 315

 ６ その他 936 622 759

   固定負債合計 11,212 24.6 11,229 24.1 11,726 25.0

   負債合計 25,760 56.4 24,350 52.2 25,530 54.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 8,166 17.9 8,166 17.5 8,166 17.4

 ２ 資本剰余金 9,026 19.7 9,026 19.4 9,026 19.2

 ３ 利益剰余金 9,291 20.3 11,218 24.0 10,292 21.9

 ４ 自己株式 △3,014 △6.6 △2,568 △5.5 △2,575 △5.4

   株主資本合計 23,470 51.3 25,843 55.4 24,910 53.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

38 0.1 △39 △0.1 46 0.1

 ２ 土地再評価 
   差額金

△3,571 △7.8 △3,571 △7.6 △3,571 △7.6

 ３ 為替換算 
   調整勘定

8 0.0 20 0.0 14 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

△3,524 △7.7 △3,589 △7.7 △3,509 △7.5

Ⅲ 新株予約権 6 0.0 41 0.1 23 0.0

   純資産合計 19,952 43.6 22,295 47.8 21,424 45.6

   負債純資産合計 45,713 100.0 46,645 100.0 46,954 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,761 100.0 24,766 100.0 47,206 100.0

Ⅱ 売上原価 7,306 30.8 7,607 30.7 14,345 30.4

   売上総利益 16,454 69.2 17,159 69.3 32,861 69.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 13,724 57.7 14,381 58.1 27,505 58.3

   営業利益 2,730 11.5 2,777 11.2 5,355 11.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5 5 10

 ２ 受取配当金 15 15 25

 ３ 受取地代家賃 25 26 49

 ４ ＦＣ加盟料等 32 40 76

 ５ 雑収入 31 110 0.5 60 148 0.6 105 267 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 144 118 271

 ２ 社債発行費用 8 ─ 14

 ３ 雑損失 50 202 0.9 48 167 0.7 100 386 0.8

   経常利益 2,637 11.1 2,759 11.1 5,236 11.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ ― 11 ―

 ２ 受取立退料 ― ― ― ― 11 0.1 18 18 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 117 112 262

 ２ 固定資産売却損 ※４ 36 ─ 36

 ３ 減損損失 ※５ ― ─ 125

 ４ 投資有価証券評価損 78 0 80

 ５ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額   

― ― 287

 ６ その他 5 237 1.0 ─ 112 0.5 12 803 1.7

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

2,400 10.1 2,657 10.7 4,450 9.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

336 1,201 1,593

   法人税等調整額 605 941 4.0 △17 1,184 4.8 355 1,948 4.1

   中間(当期)純利益 1,458 6.1 1,473 5.9 2,501 5.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,166 9,027 8,793 △416 25,570 

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △572 △572

 中間純利益 1,458 1,458

 土地再評価差額金取崩額 △ 339 △ 339

 自己株式の取得 △ 2,766 △ 2,766

 自己株式の処分 △0 △48 168 120 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △0 498 △2,598 △2,099

平成18年９月30日残高(百万円) 8,166 9,026 9,291 △3,014 23,470 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 458 △3,910 10 △3,441 ― 22,128

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △572

 中間純利益 1,458

 土地再評価差額金取崩額 339 339 ―

 自己株式の取得 △2,766

 自己株式の処分 120

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△419 ― △1 △421 6 △415

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△419 339 △1 △82 6 △2,175

平成18年９月30日残高(百万円) 38 △3,571 8 △3,524 6 19,952



当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,166 9,026 10,292 △2,575 24,910

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △545 △545

 中間純利益 1,473 1,473

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 △2 7 5

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 925 7 932

平成19年９月30日残高(百万円) 8,166 9,026 11,218 △2,568 25,843

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 46 △3,571 14 △3,509 23 21,424

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △545

 中間純利益 1,473

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 5

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△85 ─ 5 △79 17 △62

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△85 ─ 5 △79 17 870

平成19年９月30日残高(百万円) △39 △3,571 20 △3,589 41 22,295



前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,166 9,027 8,793 △416 25,570 

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △572 △572

 当期純利益 2,501 2,501

 土地再評価差額金取崩額 △339 △339

 自己株式の取得 △2,767 △2,767

 自己株式の処分 △0 △90 608 517

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― △0 1,499 △2,158 △659

平成19年３月31日残高(百万円) 8,166 9,026 10,292 △2,575 24,910

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 458 △3,910 10 △3,441 ― 22,128

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △572

 当期純利益 2,501

 土地再評価差額金取崩額 339 339 ―

 自己株式の取得 △2,767

 自己株式の処分 517

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△412 ― 4 △407 23 △383

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△412 339 4 △68 23 △703

平成19年３月31日残高(百万円) 46 △3,571 14 △3,509 23 21,424



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

2,400 2,657 4,450

 ２ 減価償却費 866 919 1,832

 ３ 減損損失 ― ― 125

 ４ 貸倒引当金の増加額 13 22 15

 ５ 役員退職慰労引当金の 
   増減額

― △30 315

 ６ 受取利息及び受取配当金 △ 20 △20 △35

 ７ 支払利息 144 118 271

 ８ 投資有価証券評価損 78 0 80

 ９ 固定資産売却損益 36 △11 36

 10 固定資産除却損 117 112 262

 11 売上債権の増加額 △ 12 △11 △17

 12 たな卸資産の増減額 △ 31 14 △39

 13 仕入債務の増減額 △ 33 11 47

 14 未払消費税等の増減額 77 10 △8

 15 その他 97 △43 270

    小計 3,732 3,750 7,608

 16 利息及び配当金の受取額 20 21 34

 17 利息の支払額 △ 147 △123 △276

 18 法人税等の還付額 216 ― 216

 19  法人税等の支払額 △ 40 △1,591 △40

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

3,782 2,056 7,543

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の増減額 12 △1 17

 ２ 有形固定資産の 
   取得による支出

△ 1,580 △1,615 △2,829

 ３ 有形固定資産の 
   売却による収入

3 17 78

 ４ 収用補償金の 
   受取による収入

63 ― 63

 ５ 投資有価証券の 
   取得による支出

△ 111 ― △121

 ６ 貸付けによる支出 △ 43 △73 △53

 ７ 貸付金の回収 
   による収入

32 29 58

 ８ 差入保証金の 
   差入による支出

△ 100 △60 △180

 ９ 投資不動産の売却 
   による収入

315 ― 315

 10 その他 △ 30 △15 △32

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 1,440 △1,719 △2,685



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 3,290 260 ―

 ２ 長期借入れによる収入 200 3,500 4,500

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出

△2,667 △3,487 △5,419

 ４ 社債の発行による収入 391 ― 1,385

 ５ 社債の償還による支出 △782 △797 △1,605

 ６ 自己株式の取得 
   による支出

△2,766 △0 △2,767

 ７ 自己株式の処分 
   による収入

120 5 517

 ８ 配当金の支払額 △572 △545 △572

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,787 △1,065 △3,960

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△0 1 1

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額

△446 △727 898

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

2,624 3,522 2,624

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 2,178 2,795 3,522



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する
事項

 子会社は１社であり連結されて
おります。 
 連結子会社 王将餃子(大連) 
       餐飲有限公司

同左 同左

２ 持分法の適用に関す
る事項

 関連会社はなく、該当事項はあ
りません。

同左 同左

３ 連結子会社の(中間)
決算日等に関する事
項

 王将餃子(大連)餐飲有限公司の
中間決算日は６月30日でありま
す。中間連結財務諸表を作成する
に当たっては同日現在の中間財務
諸表を使用し、中間連結決算日と
の間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行ってお
ります。

同左  王将餃子(大連)餐飲有限公司の
決算日は12月31日であります。連
結財務諸表を作成するに当たって
は同日現在の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結上必要な調
整を行っております。

４ 会計処理基準に関す
る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法

(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法

(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法

 ① 有価証券
   その他有価証券
   時価のあるもの……
    中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価
差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価
は移動平均法により算定
しております。)

 ① 有価証券
   その他有価証券
   時価のあるもの……

同左

 ① 有価証券
   その他有価証券
   時価のあるもの……
    連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額
は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

   時価のないもの…… 
    移動平均法による原価法
 ② デリバティブ 
   時価法

   時価のないもの……
同左

 ② デリバティブ
同左

   時価のないもの……
同左

 ② デリバティブ
同左

 ③ たな卸資産
   総平均法による原価法

なお、一部の貯蔵品は最終
仕入原価法

 ③ たな卸資産
同左

 ③ たな卸資産
同左

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

 ① 有形固定資産
   主として定率法

なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。

建物及び構築物 10年～31年

機械装置及び
運搬具

６年～９年

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

 ① 有形固定資産
   主として定率法

なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。

建物及び構築物  10年～31年

機械装置及び 

運搬具      ６年～９年   

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い当中間連結

会計期間より平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産につい

ては改正後の法人税法に基づく新

たな定率法に変更しております。

この変更が損益に与える影響は軽

微であります。

（追加情報） 

当中間連結会計期間より、平成19

年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によって

おります。この変更が損益に与え

る影響は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

 ① 有形固定資産
   主として定率法

なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。

建物及び構築物  10年～31年

機械装置及び 

運搬具      ６年～９年   

 ② 無形固定資産
   定額法。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社
内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法

 ② 無形固定資産
同左

 ② 無形固定資産
同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法
  社債発行費は支出時に全額費

用として処理しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法
───

(3) 重要な繰延資産の処理方法
  社債発行費は支出時に全額費
用として処理しております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準
 ① 貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ております。

(4) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 
       同左 
 

(4) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 
       同左 
 

 ② 賞与引当金
   従業員及びパートタイマー

に支給する賞与に充てるた
め、中間連結会計期間に負担
すべき支給見込額を計上して
おります。

 ② 賞与引当金
同左

 ② 賞与引当金
   従業員及びパートタイマー

に支給する賞与に充てるた
め、当連結会計年度に負担す
べき支給見込額を計上してお
ります。

 ③ 役員賞与引当金
   役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当連結
結会計年度における支給見込
額に基づき、当中間連結会計
期間に負担すべき額を計上し
ております。  
(会計方針の変更)  
 当中間連結会計期間より
「役員賞与に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計基
準第４号）を適用しておりま
す。  
 これにより営業利益、経常
利益及び税金等調整前中間純
利益は15百万円減少しており
ます。

 ③    ―――  

 

 ③    ――― 

 

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

   数理計算上の差異は各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら損益処理することとしてお

ります。

 ④ 退職給付引当金

同左

  

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。

   数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による按分額を翌

連結会計年度より損益処理す

ることとしております。

 ⑤    ―――  ⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

（追加情報）  

 役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用としておりましたが、前

連結会計年度の下期より「役員退

職慰労金内規」の整備改定が行わ

れたため、また、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当

金又は準備金並びに役員退職慰労

引当金等に関する監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会 監

査・保証実務委員会報告第42号

平成19年４月13日）が公表された

ことを踏まえ、期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上する

方法に変更しております。  

 従って、前中間連結会計期間は

変更後の方法によった場合と比

べ、営業利益及び経常利益は14百

万円、税金等調整前中間純利益は

301百万円それぞれ多く計上されて

おります。

 ⑤ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

   在外子会社の資産・負債は

中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整

勘定に含めております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

   在外子会社の資産・負債は

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定

に含めております。

(6) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(6) 重要なリース取引の処理方法 
       同左

(6) 重要なリース取引の処理方法 
       同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、ヘッジ会計の

要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用し

ております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 
       同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 
       同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段

   金利スワップ取引

   ヘッジ対象

   長期借入金の金利に関して

キャッシュ・フローが固定さ

れその変動が回避されるも

の。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段

同左

   ヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段

同左

   ヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   デリバティブ取引は資金調

達コストの低減及び将来発生

する可能性のある市場変動リ

スク回避の目的でキャッシ

ュ・フローの一部をヘッジ(固

定化)するために金利スワップ

取引を行っております。

   デリバティブ取引の実行及

び管理は稟議決裁を経て、金

利変動リスクをヘッジしてお

ります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間において、

ヘッジ手段のキャッシュ・フ

ローの変動額の累計額とヘッ

ジ対象のキャッシュ・フロー

の変動額の累計額を比較して

両者の変動額の累計を基礎に

有効性の判定をしておりま

す。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

 ① 中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している固定資産圧縮積

立金等の積立て及び取崩しを

前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算してお

ります。

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

 ①     同左

(8) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

 ①     ―――

 ② 消費税等の会計処理方法

   税抜方式によっておりま

す。

 ② 消費税等の会計処理方法

同左

 ② 消費税等の会計処理方法

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は199億46百万円で

あります。  

 当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、当連結会計年度末におけ

る、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は21,400百万円でありま

す。 

 当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成し

ております。

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第8号）及

び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年5月31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。これにより売

上総利益は０百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間

純利益がそれぞれ６百万円減少して

おります。 

――― （ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

 当連結会計年度から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第８号)及び「ス

トック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年５月31日 企

業会計基準適用指針第11号)を適用

しております。これにより売上総利

益は0百万円減少し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ23百万円減少しておりま

す。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ――― （役員退職慰労引当金） 

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用としておりましたが、当連結

会計年度から「役員退職慰労金内

規」に基づく期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上する方法に

変更しました。 

 この変更は、当連結会計年度に

「役員退職慰労金内規」の整備改定

を行ったことに伴い、また、「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会 監査・

保証実務委員会報告第42号 平成19

年４月13日）が公表されたことを踏

まえ、期間損益の適正化及び財務内

容の健全化を図るため、役員退職慰

労金を役員の在任期間に亘って合理

的に費用配分するためのものであり

ます。 

 この変更により、当連結会計年度

発生額28百万円は販売費及び一般管

理費へ、過年度分相当額287百万円

は特別損失に計上しております。こ

の結果、従来と同一の方法を採用し

た場合と比べ、営業利益及び経常利

益は28百万円、税金等調整前当期純

利益は315百万円減少しておりま

す。 

 なお、当連結会計期間の下期に

「役員退職慰労金内規」の整備改定

が行われたため、また、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員退職慰労

引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 監査・保証

実務委員会報告第42号）の改正が平

成19年４月13日付で行われたため、

当中間連結会計期間は従来の方法に

よっております。従って、当中間連

結会計期間は変更後の方法によった

場合と比べ、営業利益及び経常利益

は14百万円、税金等調整前中間純利

益は301百万円それぞれ多く計上さ

れております。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「雑収入」

に含めて表示しておりました「受取配当金」は、営業外

収益の100分の10を超えたため区分掲記することに変更

しました。なお、前中間連結会計期間の営業外収益の

「雑収入」に含まれている「受取配当金」は７百万円で

あります。

―――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 １ 保証債務等

   フランチャイズ加盟店(４件)

の金融機関からの借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。        94百万円

 １ 保証債務等

   フランチャイズ加盟店(２件)

の金融機関からの借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。       46百万円

 １ 保証債務等

   フランチャイズ加盟店(３件)

の金融機関からの借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。       75百万円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

給料及び賞与 2,656百万円

雑給 3,139百万円

賞与引当金 
繰入額

418百万円

役員賞与引当金
繰入額

15百万円

減価償却費 782百万円

賃借料 1,406百万円

水道光熱費 1,287百万円

貸倒引当金 
繰入額

15百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

給料及び賞与 2,788百万円

雑給 3,291百万円

賞与引当金
繰入額

418百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

14百万円

減価償却費 827百万円

賃借料 1,424百万円

水道光熱費 1,315百万円

貸倒引当金
繰入額

22百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

給料及び賞与 5,807百万円

雑給 6,249百万円

賞与引当金
繰入額

415百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

28百万円

減価償却費 1,659百万円

賃借料 2,829百万円

水道光熱費 2,476百万円

貸倒引当金
繰入額

17百万円

※２ 固定資産売却益の内訳

―――

※２ 固定資産売却益の内訳 

  土地売却益    11百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

―――

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 70百万円

建物等撤去費用 37百万円

その他 9百万円

合計 117百万円

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 54百万円

建物等撤去費用 44百万円

その他 12百万円

合計 112百万円

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 192百万円

建物等撤去費用 56百万円

その他 13百万円

合計 262百万円

※４ 固定資産売却損の内訳

賃貸物件売却損 36百万円

※４ 固定資産売却損の内訳

 ―――

※４ 固定資産売却損の内訳

賃貸物件売却損 36百万円

※５ 減損損失

      ―――

※５ 減損損失

 ―――

 

※５ 減損損失

   当社グループは以下の減損損

失を計上しております。

地域 用途 種類
減損損失
(百万円)

中部地区 店舗２店舗 建物等 82

関東地区 店舗１店舗 建物等 43

合計 125

資産のグルーピングは、主として店
舗単位としております。このうち、
営業損益が悪化している店舗につい
て、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、減損損失125百万円（建物115
百万円、その他10百万円）を計上し
ました。なお、店舗用資産の回収可
能価額は主に使用価値により測定し
ており、割引率は5％を用いており
ます。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく取得        1,424,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加        60株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの権利行使に伴う減少 96,000株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 上記新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当する事項はありません。 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 23,286,230 ― ― 23,286,230

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 386,971 1,424,060 96,000 1,715,031

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当中間連結 
会計期間末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 6

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 572 25 平成18年３月31日 平成18年６月29日



当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取                     20 株 

                          

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分      4,000 株 

                     

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 上記新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 23,286,230 ― ― 23,286,230

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,465,171 20 4,000 1,461,191

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当中間連結 
会計期間末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 41

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 545 25 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 261 12 平成19年９月30日 平成19年12月10日



次へ 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく取得              1,424,000株 

 単元未満株式の買取                    200株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 第三者割当による自己株式の処分            180,000株 

 ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分  166,000株 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 上記新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 23,286,230 ― ― 23,286,230

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 386,971 1,424,200 346,000 1,465,171

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 23

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 572 25 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 545 25 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 2,246百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△68百万円

現金及び 
現金同等物

2,178百万円

※ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 2,859百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△64百万円

現金及び 
現金同等物

2,795百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 3,585百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△63百万円

現金及び
現金同等物

3,522百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額 
相当額

502 2,153 2,656

減価償却 
累計額 
相当額

219 1,057 1,276

中間期末 
残高 
相当額

283 1,095 1,379

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法によって

おります。

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

合計
 

(百万円)

取得価額 
相当額

460 1,913 2,374

減価償却 
累計額 
相当額

287 1,147 1,435

中間期末 
残高 
相当額

173 766 939

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法によって

おります。

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額
相当額

465 1,985 2,450

減価償却
累計額 
相当額

252 1,047 1,300

期末
残高 
相当額

212 937 1,150

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法によっておりま

す。

 

 ２ 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額

１年以内 477百万円

１年超 902百万円

計 1,379百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法によってお

ります。

 

 ２ 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額

１年以内 425百万円

１年超 514百万円

計 939百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法によってお

ります。

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 448百万円

１年超 701百万円

計 1,150百万円

   (注) 未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

よっております。

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 253百万円

減価償却費 
相当額

253百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 232百万円

減価償却費
相当額

232百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 494百万円

減価償却費
相当額

494百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 取得原価は、減損処理額78百万円控除後の金額であります。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結決算日における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した場合

には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価のないその他有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 取得原価は、減損処理額0百万円控除後の金額であります。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結決算日における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した場合

には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価のないその他有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 1,705 1,771 65

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 1 1 △0

計 1,707 1,772 65

 その他有価証券

  ㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 200百万円

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 1,703 1,638 △65

(2) 債券 10 9 △0

(3) その他 1 1 △0

計 1,715 1,649 △65

 その他有価証券

  ㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 200百万円



前へ   次へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 取得原価は減損処理額80百万円控除後の金額であります。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

  

２ 時価のないその他有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

中間連結会計期間末においてデリバティブ取引の契約額等はなく、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

中間連結会計期間末においてデリバティブ取引の契約額等はなく、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

連結会計年度末においてデリバティブ取引の契約額等はなく、該当事項はありません。 

  

取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 1,703 1,782 78

(2) 債券 10 10 0

(3) その他 1 1 △0

計 1,715 1,793 78

 その他有価証券

  ㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 200百万円



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間 (自 平成18年4月１日 至 平成18年９月30日) 

  １．当該中間連結期間における費用計上額及び科目名 

    販売費及び一般管理費の株式報酬費用  ６百万円 

    売上原価の株式報酬費用        ０百万円 

  

 ２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
  

当中間連結会計期間 (自 平成19年4月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 当該中間連結期間における費用計上額及び科目名  

  販売費及び一般管理費の株式報酬費用  17百万円  

     売上原価の株式報酬費用        ０百万円 

      ２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

     該当事項はありません 

  

会社名 株式会社 王将フードサービス

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役10名、監査役３名及び従業員531名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 289,000

付与日 平成18年８月１日

権利確定条件
付与日(平成18年８月１日)以降、権利確定日(平成20年７月
31日)まで継続して勤務していること。ただし、定年退職等
はこの限りではない。

対象勤務期間 ２年間（自 平成18年８月１日 至 平成20年７月31日)

権利行使期間 平成20年８月１日～平成23年７月31日

権利行使価格(円) 1,920

付与日における公正な評価単価(円) 253



前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  １ 当該連結年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費の株式報酬費用  23百万円 

売上原価の株式報酬費用         0百万円 

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

     （1）ストック・オプションの内容 

 
  

     （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

       ① ストック・オプションの数 

 
  

会社名 提出会社 提出会社

区分 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成16年６月29日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役9名、従業員296名
当社の取締役10名、監査役３名
及び従業員531名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 389,000 普通株式 289,000

付与日 平成16年７月８日 平成18年８月１日

権利確定条件

付与日(平成16年７月８日)以降、
権利確定日(平成18年６月30日)ま
で継続して勤務していること。た
だし、定年退職等はこの限りでは
ない。

付与日(平成18年８月１日)以
降、権利確定日(平成20年７月31
日)まで継続して勤務しているこ
と。ただし、定年退職等はこの
限りではない。

対象勤務期間
２年間（自 平成16年７月１日
至 平成18年６月30日)

２年間（自 平成18年８月１日 
至 平成20年７月31日)

権利行使期間
平成18年７月１日～
平成23年６月30日

平成20年８月１日～ 
平成23年７月31日

会社名 提出会社 提出会社

区分 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成16年６月29日 平成18年６月29日

権利確定前

 期首(株) 373,000 ―

 付与(株) ― 289,000

 失効(株) 4,000 8,400

 権利確定(株) 369,000 ―

 未確定残(株) ― 280,600

権利確定後

 期首(株) ― ―

 権利確定(株) 369,000 ―

 権利行使(株) 166,000 ―

 失効(株) 5,000 ―

 未行使残(株) 198,000 ―



前へ 

   ② 単価情報 

 
  

     ３ 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

     （1）使用した算定技法 

        ブラック・ショールズ式 

     （2）使用した主な基礎数値及びその見積方法 

        ① 株価変動性     24.4％ 

         ３年６ヶ月間(平成15年２月から平成18年７月まで)の株価実績に基づき算定。 

        ② 予想残存期間    ３年６ヶ月 

         十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間 

                 点において行使されるものと推定して見積もっている。 

        ③ 予想配当      20円／株 

         平成18年３月期配当実績(記念配当除く)による 

        ④ 無リスク利子率    1.1％ 

         予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回り 

  

     ４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

       基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反 

       映させる方法を採用しております。 

  

会社名 提出会社 提出会社

区分 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成16年６月29日 平成18年６月29日

権利行使価格(円) 1,251 1,920

行使時平均株価(円) 1,771 ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

― 253



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

事業の種類として「中華事業」及び「その他」に区分しておりますが、当中間連結会計期間は、全セグ

メントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「中華事業」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

事業の種類として「中華事業」及び「その他」に区分しておりますが、当中間連結会計期間は、全セグ

メントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「中華事業」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

事業の種類として「中華事業」及び「その他」に区分しておりますが、当連結会計年度は、全セグメン

トの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「中華事業」の割合がいずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

本国以外の国又は、地域に所在する連結子会社の事業所の売上高の合計が全セグメントの売上高の合計

の10％未満のため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

本国以外の国又は、地域に所在する連結子会社の事業所の売上高の合計が全セグメントの売上高の合計

の10％未満のため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

本国以外の国又は、地域に所在する連結子会社の事業所の売上高の合計が全セグメントの売上高の合計

の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 924円68銭

 
１株当たり純資産額 1,019円65銭 １株当たり純資産額 980円75銭

 
１株当たり中間純利益 66円71銭

 
１株当たり中間純利益 67円51銭 １株当たり当期純利益 114円64銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

66円39銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

67円41銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

114円18銭

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資
産の部の合計額（百万円）

19,952 22,295 21,424

普通株式に係る純資産額
(百万円)

19,946 22,253 21,400

差額の主な内訳(百万円) 
 新株予約権      6 41 23

普通株式の発行済株式数
(千株)

23,286 23,286 23,286

普通株式の自己株式数(千
株)

1,715 1,461 1,465

1株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(千株)

21,571 21,825 21,821

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益

中間(当期)純利益(百万円) 1,458 1,473 2,501

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

1,458 1,473 2,501

普通株式の期中平均株式数
(千株)

21,869 21,823 21,823

潜在株式調整後１株当たり
(中間)当期純利益

普通株式増加数(千株) 104 33 88

(うち新株予約権(千株)) (104) (33) (88)

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含まれなかった潜在株

式の概要

第２回新株予約権(新株

予約権2,874個、潜在株

式の数287,400株) 

これらの詳細について

は、第４提出会社の状況

１．株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況

に記載のとおりでありま

す。

第２回新株予約権(新株

予約権2,786個、潜在株

式の数278,600株)  

これらの詳細について

は、第４提出会社の状況 

１．株式等の状況  

(2)新株予約権等の状況

に記載のとおりでありま

す。

第２回新株予約権(新株

予約権2,806個、潜在株

式の数280,600株)  

これらの詳細について

は、第４提出会社の状況 

１．株式等の状況  

(2)新株予約権等の状況

に記載のとおりでありま

す。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,218 2,842 3,561

 ２ 売掛金 99 115 104

 ３ たな卸資産 259 250 264

 ４ 繰延税金資産 261 319 351

 ５ 短期貸付金 48 55 53

 ６ その他 626 460 344

   貸倒引当金 △18 △22 △18

   流動資産合計 3,496 7.6 4,022 8.6 4,662 9.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 11,823 11,601 11,512

  (2) 土地 20,933 21,188 21,057

  (3) 建設仮勘定 43 122 103

  (4) その他 2,008 2,240 2,089

   有形固定資産合計 34,808 76.1 35,152 75.4 34,763 74.0

 ２ 無形固定資産 87 0.2 64 0.2 75 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,972 1,849 1,993

  (2) 長期貸付金 277 299 256

  (3) 繰延税金資産 706 968 861

  (4) 差入保証金 3,905 3,922 3,908

  (5) その他 572 509 554

    貸倒引当金 △74 △93 △76

    投資損失引当金 ─ △75 ─

   投資その他の 
   資産合計

7,360 16.1 7,381 15.8 7,498 15.9

   固定資産合計 42,256 92.4 42,598 91.4 42,337 90.1

   資産合計 45,753 100.0 46,621 100.0 47,000 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,091 1,182 1,170

 ２ 一年内償還予定の 
   社債

1,520 1,525 1,595

 ３ 短期借入金 3,570 540 280

 ４ 一年内返済予定の 
   長期借入金

4,900 5,746 6,151

 ５ 未払法人税等 398 1,264 1,685

 ６ 賞与引当金 430 429 427

 ７ 役員賞与引当金 15 ─ ─

 ８ その他 2,620 2,428 2,490

   流動負債合計 14,547 31.8 13,116 28.1 13,800 29.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 3,240 2,615 3,342

 ２ 長期借入金 5,579 6,293 5,875

 ３ 土地再評価に係る 
   繰延税金負債

1,076 1,076 1,076

 ４ 退職給付引当金 381 337 356

 ５ 役員退職慰労 
      引当金

─ 285 315

 ６ その他 936 622 759

   固定負債合計 11,212 24.5 11,229 24.1 11,726 24.9

   負債合計 25,760 56.3 24,346 52.2 25,527 54.3



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金
 
 

8,166 17.9 8,166 17.5 8,166 17.4

 ２ 資本剰余金

   資本準備金 9,026 9,026 9,026

   資本剰余金合計 9,026 19.7 9,026 19.3 9,026 19.2

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 940 940 940

  (2) その他利益 
    剰余金

    特別償却準備金 4 1 1

    保険差益積立金 32 30 30

    固定資産圧縮 
    積立金

267 261 261

    別途積立金 6,800 8,300 6,800

    繰越利益剰余金 1,295 1,685 2,322

   利益剰余金合計 9,340 20.4 11,219 24.1 10,356 22.0

 ４ 自己株式 △3,014 △6.6 △2,568 △5.5 △2,575 △5.5

   株主資本合計 23,519 51.4 25,844 55.4 24,974 53.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

38 0.1 △39 △0.0 46 0.1

 ２ 土地再評価 
   差額金

△3,571 △7.8 △3,571 △7.7 △3,571 △7.6

   評価・換算差額等 
   合計

△3,532 △7.7 △3,610 △7.7 △3,524 △7.5

Ⅲ 新株予約権 6 0.0 41 0.1 23 0.1

   純資産合計 19,992 43.7 22,274 47.8 21,472 45.7

   負債純資産合計 45,753 100.0 46,621 100.0 47,000 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,724 100.0 24,717 100.0 47,121 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 7,286 30.7 7,581 30.7 14,298 30.4

   売上総利益 16,437 69.3 17,135 69.3 32,822 69.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 13,686 57.7 14,346 58.0 27,433 58.2

   営業利益 2,751 11.6 2,788 11.3 5,389 11.4

Ⅳ 営業外収益 ※２ 110 0.5 148 0.6 267 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※３ 202 0.9 165 0.7 384 0.8

   経常利益 2,658 11.2 2,771 11.2 5,271 11.2

Ⅵ 特別利益 ― ― 11 0.1 18 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,5 237 1.0 187 0.8 803 1.7

   税引前中間(当期) 
   純利益

2,421 10.2 2,595 10.5 4,485 9.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

336 1,201 1,593

   法人税等調整額 605 941 4.0 △17 1,184 4.8 355 1,948 4.1

   中間(当期)純利益 1,479 6.2 1,410 5.7 2,536 5.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

保険差益
積立金

固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 8,166 9,026 0 940 7 34 274 7,300 264

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩(注) △2 2

 保険差益積立金の取崩(注) △2 2

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) △6 6

 別途積立金の取崩(注) △500 500

 剰余金の配当(注) △572

 中間純利益 1,479

 土地再評価差額金取崩額 △339

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △0 △48

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △0 ― △2 △2 △6 △500 1,031

平成18年９月30日残高(百万円) 8,166 9,026 ― 940 4 32 267 6,800 1,295 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △416 25,598 458 △3,910 △3,451 ― 22,146

中間会計期間中の変動額

 特別償却準備金の取崩(注) ― ―

 保険差益積立金の取崩(注) ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ― ―

 別途積立金の取崩(注) ― ―

 剰余金の配当(注) △572 △572

 中間純利益 1,479 1,479

 土地再評価差額金取崩額 △339 339 339 ―

 自己株式の取得 △2,766 △2,766 △2,766

 自己株式の処分 168 120 120

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― △419 ― △419 6 △413

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2,598 △2,078 △419 339 △80 6 △2,153

平成18年９月30日残高(百万円) △3,014 23,519 38 △3,571 △3,532 6 19,992



当中間会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

保険差益
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 8,166 9,026 940 1 30 261 6,800 2,322

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立 1,500 △1,500

 剰余金の配当 △545

 中間純利益 1,410

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ― ― ― 1,500 △636

平成19年９月30日残高(百万円) 8,166 9,026 940 1 30 261 8,300 1,685

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △2,575 24,974 46 △3,571 △3,524 23 21,472

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立 ― ―

 剰余金の配当 △545 △545

 中間純利益 1,410 1,410

 自己株式の取得 △0 △0 △0

 自己株式の処分 7 5 5

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△85 ― △85 17 △68

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

7 870 △85 ― △85 17 801

平成19年９月30日残高(百万円) △2,568 25,844 △39 △3,571 △3,610 41 22,274



次へ 

前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本 

剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

保険差益
積立金

固定資産 
圧縮積立金

別途 
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 8,166 9,026 0 940 7 34 274 7,300 264

事業年度中の変動額

 利益処分による特別償却準備金の取崩 △2 2

 特別償却準備金の取崩 △2 2

 利益処分による保険差益積立金の取崩 △2 2

 保険差益積立金の取崩 △2 2

 利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩 △6 6

 固定資産圧縮積立金の取崩 △6 6

 利益処分による別途積立金の取崩 △500 500

 利益処分による剰余金の配当 △572

 当期純利益 2,536

 土地再評価差額金取崩額 △339

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △0 △90

 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額
 (純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △0 ― △5 △4 △12 △500 2,057

平成19年３月31日残高(百万円) 8,166 9,026 ― 940 1 30 261 6,800 2,322

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △416 25,598 458 △3,910 △3,451 ― 22,146

事業年度中の変動額

 利益処分による特別償却準備金の取崩 ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ―

 利益処分による保険差益積立金の取崩 ― ―

 保険差益積立金の取崩 ― ―

 利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

 利益処分による別途積立金の取崩 ― ―

 利益処分による剰余金の配当 △572 △572

 当期純利益 2,536 2,536

 土地再評価差額金取崩額 △339 339 339 ―

 自己株式の取得 △2,767 △2,767 △2,767

 自己株式の処分 608 517 517

 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額
 (純額)

― △412 ― △412 23 △388

事業年度中の変動額合計(百万円) △2,158 △623 △412 339 △73 23 △673

平成19年３月31日残高(百万円) △2,575 24,974 46 △3,571 △3,524 23 21,472



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの……

  中間期末日の市場価格等に基

づく時価法

  (評価差額は全部純資産直入

法により処理し売却原価は移

動平均法により算定)

(1) 有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの……

同左

(1) 有価証券

  その他有価証券

  時価のあるもの……

  期末日の市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

  時価のないもの…… 

  移動平均法による原価法

  時価のないもの……

同左

  時価のないもの……

同左

(2) デリバティブ……  

  時価法

(2) デリバティブ…… 

同左

(2) デリバティブ……

同左

(3)たな卸資産 (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 

総平均法による原価法(一部

の貯蔵品は最終仕入原価法)

によっております。

同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法

 

(1) 有形固定資産

  定率法

  なお、主な耐用年数は以下の 

 とおりであります。

    建物       10～31年  

  構築物      10～20年  

  機械装置     ８～９年

(1) 有形固定資産

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の 

 とおりであります。

  建物       10～31年  

  構築物      10～20年  

  機械装置     ８～９年

（会社方針の変更） 

法人税法の改正に伴い当中間会計

期間より平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産については

改正後の法人税法に基づく新たな

定率法に変更しております。この

変更が損益に与える影響は軽微で

あります。 

（追加情報） 

当中間会計期間より、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資

産については、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっており

ます。この変更が損益に与える影

響は軽微であります。

(1) 有形固定資産

  定率法

 なお、主な耐用年数は以下の  

とおりであります。 

  建物       10～31年 

  構築物      10～20年 

  機械装置     ８～９年

(2) 無形固定資産

  定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基

づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 繰延資産の処理方法 社債発行費は支出時に全額費用と

して処理しております。

─ 社債発行費は支出時に全額費用と

して処理しております。

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

(1) 貸倒引当金

同左 

 

 

 

 

 

 



項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

(2)     ――― (2) 投資損失引当金 

関係会社への投資に対する  

損失に備えるため、その財 

政状態等を勘案し、必要見 

込額を計上することとして 

おります。

（追加情報）  

当中間会計期間より関係会社への

投資に係る損失に備えるため、当

該会社の財政状態を勘案して投資

損失引当金を計上しております。

当中間会計期間に発生した投資損

失引当金繰入額75百万円は「特別

損失」に計上しております。

(2)     ―――

(3) 賞与引当金 

従業員及びパートタイマーに

支給する賞与に充てるため、

当中間期に負担すべき支給見

込額を計上しております。

(3) 賞与引当金 

       同左 

 

 

 

(3)賞与引当金

   従業員及びパートタイマーに

支給する賞与に充てるため、

当期に負担すべき支給見込額

を計上しております。 

(4) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、当事業年

度における支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に負担す

べき額を計上しております。 

(会計方針の変更) 

当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。  

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益がそれぞれ

15百万円減少しておりま

す。 

(4)     ――― (4)    ―――

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

  数理計算上の差異は各事業年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(３年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から損益処理

することとしております。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による按分額を翌

事業年度より損益処理するこ

ととしております。



項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

(6)    ――― (6) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

（追加情報） 

 役員退職慰労金は、従来、支

出時の費用としておりました

が、前連結会計年度の下期より

「役員退職慰労金内規」の整備

改定が行われたため、また、

「租税特別措置法上の準備金及

び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会 監査・保証実

務委員会報告第42号 平成19年

４月13日）が公表されたことを

踏まえ、期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上する方

法に変更しております。 

 従って、前中間連結会計期間

は変更後の方法によった場合と

比べ、営業利益及び経常利益は

14百万円、税引前中間純利益は

301百万円それぞれ多く計上され

ております。

(6) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、ヘッジ会計の要

件を満たす金利スワップにつ

いては、特例処理を採用して

おります。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

  金利スワップ取引

  ヘッジ対象

  長期借入金の金利に関してキ

ャッシュ・フローが固定され

その変動が回避されるもの

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  デリバティブ取引は資金調達

コストの低減及び将来発生す

る可能性のある市場変動リス

ク回避の目的でキャッシュ・

フローの一部をヘッジ(固定

化)するために金利スワップ

取引を行っております。

  デリバティブ取引の実行及び

管理は稟議決裁を経て、金利

変動リスクをヘッジしており

ます。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左



 
  

項目

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日)

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

④ ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ手段のキャッシュ・フロ

ーの変動額の累計額とヘッジ

対象のキャッシュ・フローの

変動額の累計額を比較して両

者の変動額の累計を基礎に有

効性の判定をしております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

① 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期

において予定している固定資

産圧縮積立金等の積立て及び

取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算し

ております。

①     同左 ①     ―――

② 消費税等の処理方法

  税抜方式によっております。

② 消費税等の処理方法

同左

② 消費税等の処理方法

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)  

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は199億86百万円で

あります。  

 当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中

間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、当事業年度末における、従

来の「資本の部」の合計に相当する

金額は21,449百万円であります。 

 当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

(ストック・オプション等に関する

会計基準等)  

 当中間会計期間から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年５月31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。これにより売

上総利益は０百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

がそれぞれ６百万円減少しておりま

す。 

――― (ストック・オプション等に関する

会計基準等) 

 当事業年度から「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号)及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年５月31日 企業会

計基準適用指針第11号)を適用して

おります。これにより売上総利益は

０万円減少し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ23

百万円減少しております。



次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ――― (役員退職慰労引当金) 

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用としておりましたが、当事業

年度から「役員退職慰労金内規」に

基づく期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更し

ました。 

 この変更は、当事業年度に「役員

退職慰労金内規」の整備改定を行っ

たことに伴い、また、「租税特別措

置法上の準備金及び特別法上の引当

金又は準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 監査・保証

実務委員会報告第42号 平成19年４

月13日）が公表されたことを踏ま

え、期間損益の適正化及び財務内容

の健全化を図るため、役員退職慰労

金を役員の在任期間に亘って合理的

に費用配分するためのものでありま

す。 

 この変更により、当事業年度発生

額28百万円は販売費及び一般管理費

へ、過年度分相当額287百万円は特

別損失に計上しております。この結

果、従来と同一の方法を採用した場

合と比べ、営業利益及び経常利益は

28百万円、税引前当期純利益は315

百万円減少しております。 

 なお、当事業年度の下期に「役員

退職慰労金内規」の整備改定が行わ

れたため、また、「租税特別措置法

上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金

等に関する監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会 監査・保証実務委

員会報告第42号）の改正が平成19年

４月13日付で行われたため、当中間

会計期間は従来の方法によっており

ます。従って、当中間会計期間は変

更後の方法によった場合と比べ、営

業利益及び経常利益は14百万円、税

引前中間純利益は301百万円それぞ

れ多く計上されております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、23,450百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、24,521百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、23,998百万円であります。

２ 保証債務等

   フランチャイズ加盟店(４件)

の金融機関からの借入金に対

し、保証予約を行っておりま

す。       94百万円

２ 保証債務等

   フランチャイズ加盟店(２件)

の金融機関からの借入金に対

し、保証予約を行っておりま

す。       46百万円

２ 保証債務等

   フランチャイズ加盟店(３件)

の金融機関からの借入に対

し、保証予約を行っておりま

す。       75百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 834百万円

無形固定資産 11百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 887百万円

無形固定資産 11百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 1,766百万円

無形固定資産 23百万円

※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 5百万円

受取地代家賃 25百万円

ＦＣ加盟料等 32百万円

※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 5百万円

受取地代家賃 26百万円

ＦＣ加盟料等 40百万円

※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 10百万円

受取地代家賃 49百万円

ＦＣ加盟料等 76百万円

※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 144百万円

※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 118百万円

※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 271百万円

 
 

※４ 特別損失の主要項目

投資有価証券評
価損

78百万円

固定資産除却損 117百万円

(主に建物除却損 58百万円)

 
 

※４ 特別損失の主要項目

投資損失引当金
繰入額

75百万円

固定資産除却損 112百万円

(主に建物除却損 42百万円)

 
 

※４ 特別損失の主要項目

減損損失 125百万円

固定資産除却損 262百万円

(主に建物除却損 172百万円)

※５ 減損損失

      ―――

※５ 減損損失

―――

 

※５ 減損損失

   当社は以下の減損損失を計上

しております。

地域 用途 種類
減損損失
(百万円)

中部地区 店舗２店舗 建物等 82

関東地区 店舗１店舗 建物等 43

合計 125

   資産のグルーピングは、主と

して店舗単位としておりま

す。このうち、営業損益が悪

化している店舗について、帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失125百万円

（建物115百万円、その他10

百万円）を計上しました。な

お、店舗用資産の回収可能価

額は主に使用価値により測定

しており、割引率は5％を用

いております。



前へ   次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

    取締役会決議に基づく取得         1,424,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加         60株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの権利行使に伴う減少 96,000株 

  

当中間会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買収                      20株 

                            

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分    4,000株 

  

前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

    取締役会決議に基づく取得              1,424,000株 

   単元未満株式の買取                   200株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   第三者割当による自己株式の処分           180,000株 

   ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分 166,000株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 386,971 1,424,060 96,000 1,715,031

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,465,171 20 4,000 1,461,191

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 386,971 1,424,200 346,000 1,465,171



(リース取引関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

 

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期間末残高相当額
有形固定資産
「その他」

(工具器具及び備品等)
(百万円)

取得価額相当額 2,656

減価償却累計額 
相当額

1,276

中間会計期間末 
残高相当額

1,379

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法によって

おります。

 

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期間末残高相当額
有形固定資産
「その他」

(工具器具及び備品等)
(百万円)

取得価額相当額 2,374

減価償却累計額
相当額

1,435

中間会計期間末
残高相当額

939

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法によって

おります。

 

 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
有形固定資産
「その他」

(工具器具及び備品等)
(百万円)

取得価額相当額 2,450

減価償却累計額 
相当額

1,300

期末残高相当額 1,150

   (注) 取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法によっておりま

す。

 

 ２ 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額

１年以内 477百万円

１年超 902百万円

計 1,379百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法によってお

ります。

 

 ２ 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額

１年以内 425百万円

１年超 514百万円

計 939百万円

   (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法によってお

ります。

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 448百万円

１年超 701百万円

計 1,150百万円

   (注) 未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

よっております。

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 253百万円

減価償却費 
相当額

253百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 232百万円

減価償却費
相当額

232百万円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 494百万円

減価償却費
相当額

494百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ 

(企業結合等関係) 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

当中間会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



(2) 【その他】 

第34期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）中間配当については、平成19年11月16日 

 開催の取締役会において、平成19年９月30日の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記載された 

 株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。 

   ①中間配当金の総額                261百万円 

  ②１株当たり中間配当金                 12円 

  ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月10日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

（1）
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第33期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。

（2）
有価証券報告書 
の訂正報告書

  平成19年６月28日提出の有価証券 
  報告書に係る訂正報告書であります。

平成19年10月３日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社 王将フードサービス 

 

  

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社王将フードサービスの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社王将フードサービス及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

平成18年12月22日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丹  治  茂  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社 王将フードサービス 

 

  

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社王将フードサービスの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社王将フードサービス及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丹  治  茂  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  山  聡     ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社 王将フードサービス 

 

  

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社王将フードサービスの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第33期事業年度の中間会計

期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社王将フードサービスの平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年12月22日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丹  治  茂  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社 王将フードサービス 

 

  

 

  
 

  

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社王将フードサービスの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第34期事業年度

の中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社王将フードサービスの平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  丹  治  茂  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  山  聡     ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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